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故 渡 辺 睦 教 授 の略 歴 と学 説
岡 田 浩 一
故 渡辺 睦教授の略歴
明治大学経 営学部 ・故渡辺睦教授 は,1950年に明治大学 専門部商科本科 を卒業 された後,同 大 学
商学部に入学 され,1953年卒業後,明 治大学経営学 部助手補 とな られた。 その後,助 手,講 師,助
教授 を経 て,1968年,明治大 学経 営学部教授 に就任 された。1972年か ら1973年には明治大学副学
生部長 をつ とめ,1983年か ら1985年は明治大学社会科 学研究所所長 として明治大学 の概究活動 の
推進に貢献 された。
学外にお いては,日本 中小企業 学会常 任理事,日 本流通学 会理事な どと して ご活躍 な された。その
ほか,秘 教連 中央執行委員,明 治大学教職 員組 合書記 長,後 に1978年,明治大学教職員組合委 員長
をつ とめ られたほか,1982年には私大教連 中央執行 委員長 をつ とめ られ るな どの ご活躍 をな され た。
こうした ご活躍 とともに,故 渡辺睦教授 の生涯 で特 筆すべ きは,業 者運動 の最 前線 に 自らの身 を
投 じられて,中 小業者,労 働者 の運動発展,生 活条 件 の向上 に努力 な されて きた ことであ った。
故渡辺睦教授 は,こ れ までの研究成果 と,運 動実践 をつ う じて得 られた経験 とを結合 し,r戦後
日本 中小企業政策 の変遷 と課題 一 批判的 考察 と政策提言一 』 と題 す るご自身の理論 と実 践の
集大成 を発表 され る予定 であ った。
しかし まこ とに残 念な ことに,完 成 まであ とわずか とい うところで黄泉 の客 とな られた。 これ ま
で故渡辺睦教授が 中小企業研究 と業者運 動の発展に果た して こられた役割 とその功 績は多大 であ る。
故 渡辺 睦教授の学説と方法
故渡辺睦教授は,その全生涯をつうじて文字どおり中小企業経営の研究に精魂をかたむけられた。
教授の中ふ企業研究の大きな特徴の一つは,自 らを中小業者運動の最前線におかれ,運動の発展,
向上に寄与されてきたことにある。このようなことは,かつてわが国の中小企業研究においてみら
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れなか った ことであ り,き わめて貴重な もの といわなければな らない。
教授 のいわ れ る 「中小業者」 とはすなわ ち 「商工 自営業者 」であ る。 この ような定義が な された
のは,高 度 に発達 したわが国資本主義 の経済構造,階 級構成 のなかで,中 小業 者が どの様な比重 を
占め るのか を明 らかに し,統 一戦線 の経済的基礎 を厳密 に検討 す るために,中 小 企業 とは区別 して
零細 企業 や 自営業 の特質 を明確にす る必要 があ ったか らであ る。
高度成長 期 を経て,'70年代 には,国 家 独 占資本主義 の もとで,金 融寡頭 制 を基軸 とす る支配機
構 をつ う じて,少 数 の独 占 ・大企業 が生産 と資本 の集積 ・集 中 をお しすすめ,多 数 の中小企業 を没
落 させて い き,独 占 ・大企業 に よる支 配 ・収奪 が さらに厳 し くお こなわれ,中 小企業 の底辺部 に そ
のしわ よせが集 中的 にお こなわ れ る状況が 明確 にな って きた。 この中小企業 の底辺 鄙 に位置す る小
零細企業 と自営業 を教 授はr中 小業者」 とよばれ,彼 らの営業 と生活 ・権利 を守 るための運 動 を展
開 し,そ の理論構築 につ とめ られた。
なぜ こうした運 動 と理論構築 が必要 であ ったのか。 それは中小業者 に とって 営業 は,そ の ま ま
「暮 し」 であ り,廃 業 はその ま まいのち と暮 しを奪 われ るこ とを意味 す るか らであ る。 業 者運 動 の
スローガ ン 「中小業者 の営業 と生活 ・権 利 を守 る」 は,小 零細 ・'自営業者 すなわ ち半 プロ レタ リア
=勤労市民 の 「生存権的財 産権」 もし くは 「生存権」 に もとつ くものであ り,こ の人間 として の基
本的権 利 を守 る とい う思想 が教授 の研究方 法の根底 に位置づけ られてい た。
以上 の ような問題 意識の うえにすすめ られた教授 の中小企 業経営 にかかわ る研究 は多面 にわた っ
てお り,そ の主 な業 績は,(1>戦後 の中小企業政策批判,(2)中小業者 の共同化 ・組織化 の理論,(3)
業者婦人 の問題(4)中 小建 設業 問題 に大 別 するこ とが でき よう。 以 下,こ れに したが って教授 の
それぞれの研究 について概観 す るこ とに したい。
1戦 後の中小企業政策批判
「近代化」政策批判一
教授が中小企業政策にたいし批判的に考察される場合に注意されたことは,政策の直接の対象で
ある中小企業にのみ眼を向けて検討することは問題の所在を曖昧にしてしまう危険性があるという
ことである。そしてこの危険に陥りやすい典型例として,中小企業の 「近代化」政策を捉えられ,
批判的に考察なされている。・
池田内閣の 「高度経済成長政策」の一環 として取 り組まれ,「所得倍増計画」 において政策議題
が明示された中小企業 「近代化」政策は,当初から新安保体制下の中小企業政策 とし.ての性格を色
濃 く帯びていた。つまり独占体制を強化するための補完的役割を中小企業に期待し,日本経済の対
米従属 ・依存を主内容とする 「日米経済協力」を一段 と推し進めることを意図したものであった。
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これは 「日米経済協力」の もとで,日 本 独占資本主 義の急速な復活 ・強 化 を進め る手段 として利用
された。 日本 の独 占資本は,外 国資本 の浸 透に対抗 す るために激 しい収奪 をお こない,膨 大 な設備
投資 を強行 し,工 業 上,技 術上 の立 ち後 れ を克服 し ようとつ とめ る。 それは労働 者,農 民 をは じめ
とす る中小 ブルジ ョアジーにたいす る支 配 と収奪 を強化 し,重 化学工業化 を進 め,生 産 と資本 の集
中 を促 進 した。 中小企業 近代化促進法 を法的根拠 として展開 され る中小企業 の 「近代化」政 策は,
各業種 において 中堅企業 の育成 をはか り,適 正規 模化の成果 をあげ るこ とを政 策の 中心においた。
その一方 で,生 産性が低 く適性規模 に達 していない企業 を 「誘 導政策 」 をつ う じて整理 ・転換 また
は合併 を促 進 してゆ こうとす る ものなのであ る。 このこ とは,「近 代化」 とい う曖昧 な用語に よっ
てあ る種 の 「幻想」 をつ くりだ し事態 の本質 を隠ぺ い してい るのであ るが,そ の本 質は明 らかに中
小企業 の スクラ ップ ・アン ド・ビル ド政策 として位 置づけ られ る ものであ る。
教授 は,こ の 「近代化」政策 を批判 しつつ,そ の対応 として小零細業 者の 自主 的 ・民主的な組織
化 を全 国的 に展開 し,「近代 化」 反対運 動 を くりひ ろげ,「中小企業 問題士の正 しい解決 を求め る道
を切 り開 いてい こうとな されていた。
2中 小業者の共同化 ・組織化理論
教授は,政 府 ・行政等 の中小企業 に対 す る政策 を批 判 され る と同時に,中 小業 者 の自主的 ・民主
的 な組織づ くりのために理論 と実践 の結合 を もって持 論 を展:開されつづけた。
そ もそ も中小業 者 に と?て 共同化 ・組 織化 とは何 であ るのか。教 授 に よれば,中 小業者 に とって
の共 同化 ・組 織化は,単 に スケール ・メ リッ トを追求す る手段 ではな く,独 占 ・大企業へ の対抗力
を強化す る自主的 な組織 をつ くるこ とであ る とされ る。 その組織は,中 小業 者が直面 して い る諸問
題 を共同 の力 を結集す るこ とに よって,自 主的 に解決 す るこ とがで ぎる ようにす るための 自衛 の組
織な のであ る。 そ して その共同化 ・組 織化の方 向 として,協 同組合へ の法人化 を提唱 されてい る。
もちろん中小業 者 の共同化 ・組織化が法人格 を もたない任意団体 であ った として も,共 同でなけれ
ば得 るこ とので きない多 くの メ リッ トを享受 す るこ とは で きる し,個 々の企業 に とって の さまざ ま
な機能 の補 完 ・補充,さ らに業界 の民主化 をすすめ る基盤構築 と独占 ・大企業へ の対抗 の一定 の役
割 を果 たす ことはで きる。 しか し教授 は,中 小業者 の共 同化 ・組 織化 の結晶 が任意団体 であ りつづ
け る姿勢 を消極的 な もの と批 判 され,社 会的信用 と影響力 を高め,自 主的 ・民主的共 同化 の 目標 を
達成 するための道 として協同組合への法 人化 を唱え られたのであ る。
教授 は,日 々,協 同組合 の発展 のため に現状分析 をお こなわれ,現 在かかえてい る問題 と,そ の
克服 の方 向を まとめ られてい る。事業 協同組合 を例 として今 日の特徴 を以下 の ように4類 型化 され
る。
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ω 国および地方自治体から各種の助成または補助金や低利の制度融資を受けることだけを目的
として結成され,政府の中小企業政策に追従し,その政策推進の受け皿として機能している組
合。
② 特定の親会社や受注先からの指導と援助を受け,親会社の経営方針にしたがって 「合理化」
やコス トダウンを促進することに協力している組合。
{3)一部の有力者や事務局の専断によって,組 合の事業方針や計画が左右され,非民主的な組合
運営と業績拡大主義に傾斜し,協同組合の基本理念から逸脱し,株式会社化してい くような組
合。
〔4}組合員の団結の力を基礎に,組合員全体の利益を守るため,組合運営のすべてに民主主義の
原則を徹底的につらぬくとともに,外部に対しては業界の民主化と中小 ・零細企業の安定をお
びやかす諸制度の改悪や独占・大企業の横暴な行為に対し,経済民主主義を実現するための共
同行動にも積極的に参加している組合。
教授の目指される組合のあり方は(4)に類型されるものである。そのために克服していかなけれ
ばならない問題は多くある。大きくは,中小企業組織のかかえる問題 と中小企業組織運営上の問題
である。教授は,これらの問題を克服するための方向として次のことをあげられている。
(1}協同組合の民主的運営を保障する五つの条件
① 組合員の総意にもとつく組合運営
② 組合員の要求を理事会に反映させ,理事会の討議結果を組合員にガラス張りにする組合運
営
③ 新 ・旧組合員の問題意識をドッキングさせた運営
④ 事務局体制の整備 ・強化
⑤ 事業協同組合における労働組合の役割を明らかとする
(2)系統的な組合教育を重視することの意義
(3}協同組合における事業と運動の統一
教授は,こ うした方向で協同組合化を進めていくことの重要性を唱えられつづけたが,協同組合
は万能であるといった 「協同組合至上主義」に決 して陥ってはならないとの警鐘をも鳴らされてい
る。
3業 者 婦 人 問 題
さきに述べ た中小業 者 コ商工 自営業 者 の運動 を考 え る場合,見 落 とす ことので きない もの として,
教授 は 「業者婦人」 の地位 と役割 をお さえなければな らな い ことを主張 された。 業者婦人 は時代 と
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ともに増加 してい るが,そ れは自営業 の人手不足 を補 う形 で進行 して きた ものであ った。 その結集,
業 者婦人 には次 の よ うな役 割が負 わ され るようにな った。
(1)家業 の専 従者。
(2}経営 の補助 者 もし くは共 同経営者。
しか もこの役割 は単 に2つ の もの としてす ます こ とはで きず,業 者婦人 に とって は仕事,家 事,育
児 な どとい った ように幾重 もの重荷 を負 うことにな る。 この ような業者婦 人 に とって,大 企業 の利
益優先政策 が強 行 される ことは,ま った くの死活 問題であ る。大企業体制 の もとで,貧 困 と営業不
振 に悩 まされ る自営業者 のあいだでは 「夫 が倒れれ ば倒産,妻 が倒 れれば休業 」 とい う言葉 は決 し
て ウソで も誇 張で もない。 それだけ に業 者婦人 の肩 にかか る責任 と役割 は大 き くな ってい るのであ
る。
教授 は,そ の ような業者婦人 の実態 を深 く研究 され,こ れ まで どちらか とい えば軽視 されがちで
あ った業者婦人 の地 位 の向上 と,生 活 の向上 のために業者婦 人運動 の組織化,方 向付 けに大 きな役
割 を果 た された。
4中 小建設業の分析
最後 に渡辺 教授 の 「中小企業経営論」へ のアプローチ としてあ げなければな らない もの が,中 小
建設業 関連 の研 究であ る。
教授 は,建 設 大手企業 との関 連において中小建設業 の地 位 と役割 を明 らか として,当 面 す る問題
を分析 し,中 小 建設業が いかにその問題に取 り組 んでい るのか をおさえ,そ の課題 と展望 を明示す
ることにつ とめ られた。
かつて 「高 度経済成長」 の過程 で,不 況 知 らず の 「万年成長産 業」 とまでみ られ た建設業 も,
1973年の第 一次石油 シ ョックをうけて その状況は一転 した。第二次 石油 シ ョックは,さ らにその動
きに拍 車 を掛 け るもの とな った。 もと もと経営体質が弱 く,そ の うえ大手 ゼネ コン さえ も手 を出 さ
ないほ ど利益率の低 い工事 をめ ぐって過 当競争 を余儀な くされて い る中小建設業 は,こ うした動 き
のなかで,倒 産す るもの を多 く数 えた。 かつて 「万年成長 産業 」 との異名 を もった建設業 は,「倒
産 多発産業」 と までいわ れ るようにな ったのであ る。公共事業 費の抑制,建 設投資 の停滞状況 がつ
づ くな かで,大 手建 設業 界 と中小建設業界 との間 の戴 立,矛 盾 は激:化した。結果,膨 大 な財政 資金
の散布 をと もな う公共工事 の発注,そ れ をめ ぐる熾 烈な受注競 争 の展開過程 で形成 された建設業 界
と政 ・官 ・業界 の癒 着構造 が露 呈 した。 この癒着 構造 を もって業界 の トップに立つ大 手 ゼネコンは,
わ が国建設業 の特色 の一 つであ る重層的下請 構造 を もって支配 ・収奪 の関係 を築 いてい る。 さらに
さ まざ まな しわ よせ が,重 層構造 の下方 に次 々 と転嫁 されてい く。最終的 に下請 い じめ といわれ る
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しわ よせは,末 端 の小零細業 者 と,そ の労働者 にお しつ け られ るのであ る。 それは賃金 ・労働条 件
な どをめ ぐる種 々 の トラブル を発生 させ,賃 金不払 い,労 働災害 の発生 の原因 ともな るのであ る。
こうした現状 にたい しての行政 の取 り組 み方 につ いて,教 授 は,1986年に報 告書 として発表 され
た 「21世紀 への建 設産業 ビジ ョン ー 活 力あ る挑戦 的 な産業 を目指 して一 」 を,当時 の中曽根
内閣 の 「臨調行革」 路線 に沿 った建設産業政策 の典型例 として捉 え,そ のなかで建設業 におけ る民
主的 な諸制度 の改悪 が展 開 され るこ とを批判 されてい る。そ して,中 小建設業 の欺 隔的 「選別 育成
論」 を論破 すべ き必 要性 を説 かれ,自 主的 ・民 主的な運動 を広 く展開 してい くこ とを訴 え られて い
た。
故渡辺睦教 授略歴 ・業績
生年 月 日1928年8.月15日
1947年4月 明治大学 専F9部商科本科入学
1950年3月 明 治大学 専門部商科本科卒業
1953年3,月 明治大学商学部卒業
職 歴
1953年6月 明治大学経営学部助手補
1956年9月 明治大学経営学部専任助手
1959年4,月明治大学経営学部専任講師
1962年4月 明治大学経営学部専任助教授
1963年4月 中央大学商学部兼任講師
1968年4月 明治大学経営学部専任教授
1972年4,月明治大学副学生部長
1981年 目本中小企業学会常任理事
1983年4月 明治大学社会科学研究所所長
1987年4月 明治大学学生相談委員
1987年 日本流通学会理事
そ の ほ か
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